













　　The feature and the background are arranged while showing the accounting treatment 
of accounting standards of intangible assets in the United States from ARB No. 24 to APB 
No. 17 in the figure. It aims to clarify how the method of recognizing and measuring in-
tangible assets has changed from argue in detail by changing regulations.
　　Wide allowance regulations exist though these regulations request the accounting 
treatment in the frame of the historical cost accounting. It is assumed the base where regu-
lations with the width of the selection like ARB alllow, and when it limits treatment are 
clarified, and present standard of intangible assets is examined. It locates it as a foothold to 





The transition and the background of Intangible assets accounting in U.S.



















tional Accounting Standards Board：以下、IASBという）と米国財務会計基準審議会（Fi-







nancial Accounting Standards：以下、FASという）第 141号「企業結合」および 142号
「のれん及びその他の無形資産」において、国際会計基準では国際会計基準書（Interna-


























ing Research Bulletins：以下、ARBという）24号「無形資産に係る会計（Accounting 
for Intangible Assets）」である。これはアメリカ会計士協会（American Institute of Ac-
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4 ARB43号第 5章の会計処理は、基本的には ARB23号の再掲であるが、後述する資
本剰余金への負担や即時全額償却以外にも、細かな修正点は多数見られる。しかし、
―　78　―
米国における無形資産会計の変遷とその背景
―　79　―
上述のように ARB23号が実務の広範囲を容認する規定であること、ARB43号第 5章
も同様の流れを継いでいることからも、これらの修正の多くが実際の会計処理へ影響
を与えていたとは考え難い。
5 会計処理の選択適用による矛盾である。つまり、耐用年数を示す証拠がないにも関わ
らず償却をおこなえば価値の減少を早いタイミングで認識する可能性があり、一方で
価値の喪失が明らかになるまで原価で繰り越せば価値の減少を遅いタイミングで認識
する可能性がある。それによって、正しい利益を認識できないまたは恣意性が介入す
ることになる（APB17, par. 22）。
6 償却不用説が主張されていたのは、1929年の株式市場の崩壊をきっかけとした大恐慌
以前に主にみられる。また、その時代には広告支出や創業費についてものれんとして
計上するような主張があったことが指摘されている（伊藤［2006］pp.44-46）。大恐
慌以降の ARB24号が公表される頃には償却不要論があったとはいえ、規則的な償却
を主張する論者が多数であった。
7 無形資産は、将来、企業に便益をもたらすものとして考えられてはいた。しかし、会
計処理においては、原価で計上することが求められ、その価値を持って計上するとい
うものではなかった。

